
令和７年第１回都城市議会定例会（３月追加）

（議案第８０号～第８５号）
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議案 80
都城市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につ
いて
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議案 81
都城市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

9

議案 82 令和６年度都城市一般会計補正予算（第９号） 別冊

議案 83 議決事項の変更について 15

議案 84 財産の取得について 23

議案 85 財産の取得について 27

令和７年第１回都城市議会定例会付議事件名表（３月追加）





  

議案第８０号 

 

 

   都城市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

 

 都城市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。 

 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例  
 都城市消防団員等公務災害補償条例（平成18年条例第258号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の補償基礎額は、次の各号の定めるところによる。 ２ 前項の補償基礎額は、次の各号の定めるところによる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又

は応急措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が

消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し又は応急措

置の業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に

協力し、又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若し

くは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合に

は、9,100円とする。ただし、その額が、その者の通常得てい

る収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは、

14,200円を超えない範囲内においてこれを増額した額とする

ことができる。 

(２) 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又

は応急措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が

消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し又は応急措

置の業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に

協力し、又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若し

くは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合に

は、9,700円とする。ただし、その額が、その者の通常得てい

る収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは、

14,500円を超えない範囲内においてこれを増額した額とする

ことができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員又は消

防作業従事者等（以下「非常勤消防団員等」という。）の事故

発生日において、他に生計のみちがなく主として非常勤消防団

員等の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある

非常勤消防団員等については、前項の規定による金額に、第１

号又は第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族に

ついては１人につき217円を、第２号に該当する扶養親族につい

ては１人につき333円を、それぞれ加算して得た額をもって補償

基礎額とする。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員又は消

防作業従事者等（以下「非常勤消防団員等」という。）の事故

発生日において、他に生計のみちがなく主として非常勤消防団

員等の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある

非常勤消防団員等については、前項の規定による金額に、第１

号に該当する扶養親族については１人につき100円を、第２号に

該当する扶養親族については１人につき383円を、第３号から第

６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき

217円を、それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。 
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(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

４ 扶養親族たる子のうちに15歳に達する日後の最初の４月１日

から22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間（以下この

項において「特定期間」という。）にある子がいる非常勤消防

団員等については、前項の規定にかかわらず、167円に特定期間

にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定に

よる額に加算した額をもって補償基礎額とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに15歳に達する日後の最初の４月１日

から22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子が

いる非常勤消防団員等については、前項の規定にかかわらず、 

167円に当該期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た

額を同項の規定による額に加算した額をもって補償基礎額とす

る。 

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係） 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

10年未満（円） 10年以上20年

未満（円） 

20年以上（円）

団長及び副団長 12,500 13,350 14,200

分 団 長 及 び 副 分

団長 

10,800 11,650 12,500

部長、班長及び団

員 

9,100 9,950 10,800

 

階級 勤務年数 

10年未満（円） 10年以上20年

未満（円） 

20年以上（円）

団長及び副団長 12,900 13,700 14,500

分 団 長 及 び 副 分

団長 

11,300 12,100 12,900

部長、班長及び団

員 

9,700 10,500 11,300

 

備考 備考 

１・２ （略） １・２ （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の都城市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項及び第３項並びに別表の規定は、この条例の施行の日以

後に支給すべき事由の生じた都城市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下「損害補償」という。）並

びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する

障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき

事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等につい
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ては、なお従前の例による。 
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議案第８０号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部危機管理課】 

条例名 都城市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の改正に伴い、非常勤消防

団員等に対する損害補償に係る補償基礎額及び扶養に係る補償基礎額の加算額につ

いて、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）補償基礎額の改定（別表第１、第５条第２項２号関係） 

①非常勤消防団員の補償基礎額を次のように改正する。 

○10年未満      団長及び副団長   12,500円→12,900円 

           分団長及び副分団長 10,800円→11,300円 

           部長、班長及び団員  9,100円→ 9,700円 

○10年以上20年未満  団長及び副団長   13,350円→13,700円 

           分団長及び副分団長 11,650円→12,100円 

           部長、班長及び団員  9,950円→10,500円 

○20年以上      団長及び副団長   14,200円→14,500円 

           分団長及び副分団長 12,500円→12,900円 

           部長、班長及び団員 10,800円→11,300円 

②消防作業従事者等の補償基礎額の最低額を 9,100 円から 9,700 円に、最高額を

14,200 円から 14,500 円に引き上げる。 

 

（２）扶養に係る補償基礎額の加算額の改定（第５条第３項関係） 

 扶養に係る補償基礎額について、配偶者については 217 円から 100 円に、22 歳に

達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある子については 333 円から 383 円に

改正する。 

  

関係する法令 

及びその条項 

一般職の職員の給与に関する法律（昭和 25 年法律第 95 号） 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和 31 年政令第 335 号） 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第８１号 

 

 

   都城市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

 

 都城市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。 

 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例  
 都城市消防団員退職報償金支給条例（平成18年条例第259号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

退職報償金支給額表 退職報償金支給額表 

階級

 

勤務年数 

団長 副団長 分団長 副分団 

長 

部長、副

部 長 及

び班長 

一般団 

員   

（略） 

30年以上 

 

979,000 909,000 849,000 809,000 734,000 689,000

 

階級

 

勤務年数 

団長 副団長 分団長 副分団 

長 

部長、副

部 長 及

び班長 

一般団 

員   

（略） 

30年以上31年

未満 

979,000 909,000 849,000 809,000 734,000 689,000

31年以上32年

未満 

999,000 929,000 869,000 829,000 754,000 709,000

32年以上33年

未満 

1,019,000 949,000 889,000 849,000 774,000 729,000

33年以上34年

未満 

1,039,000 969,000 909,000 869,000 794,000 749,000

34年以上35年

未満 

1,059,000 989,000 929,000 889,000 814,000 769,000

35年以上 1,079,000 1,009,000 949,000 909,000 834,000 789,000
 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の都城市消防団員退職報償金支給条例別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した消防団員について適

用し、同日前に退職した消防団員については、なお従前の例による。 

-
1
1
-
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議案第８１号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部危機管理課】 

条例名 都城市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正により消防団員

等公務災害補償等共済基金又は指定法人が市町村に支払う消防団員退職報償金の勤

務年数区分に、新たに「35 年以上」区分が追加されることに伴い、消防団員退職報

償金の勤務年数区分及び退職報償金支給額について、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）消防団員退職報償金の勤務年数区分と退職報償金額の追加（別表関係）。 

 退職報償金を支払う勤務年数区分は、30年を上限としてそれ以上の勤務年数の場

合には同額としていたが、35年を上限とすることとし、31年以上の勤務年数につい

て１年刻みで退職報償金額を次のように改正する。 

   階級 

 

勤務年数 

団長 副団長 分団長 副分団長 

部長、副

部長及び

班長 

一般団員 

31年以上32年

未満 

999,000 929,000 869,000 829,000 754,000 709,000 

32年以上33年

未満 

1,019,000 949,000 889,000 849,000 774,000 729,000 

33年以上34年

未満 

1,039,000 969,000 909,000 869,000 794,000 749,000 

34年以上35年

未満 

1,059,000 989,000 929,000 889,000 814,000 769,000 

35年以上 1,079,000 1,009,000 949,000 909,000 834,000 789,000 

  

関係する法令 

及びその条項 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令（昭和 31 年政令第 346

号） 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第８３号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和６年３月２１日に議決された議案第４９号「工事請負契約の締結について」

の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和７年３月１１日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ３８７，１７１，４００円 
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議案第８３号関係資料 

議案第４９号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園西側駐車場整備工事の施行に伴い、

次のとおり工事請負契約を締結することについて、地方自治法第９６条第１項並び

に都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の

規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和６年２月２２日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的   社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園西側駐車

場整備工事 

 

２ 契 約 の 方 法   一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額   ３５０，７７９，０００円 

 

４ 契約の相手方   丸昭・桜木・丸宮 特定建設工事共同企業体 

           代表者 都城市山田町山田２１１２番地３ 

丸昭建設 株式会社 
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社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園西側駐車場整備工事 

 

１ 工事概要   

・第一駐車場、ｴﾝﾄﾗﾝｽ広場(北) Ｎ＝１式（舗装工 Ａ＝2,165.5 ㎡） 

・第二駐車場         Ｎ＝１式（舗装工 Ａ＝6,817.0 ㎡） 

・第三駐車場         Ｎ＝１式（舗装工 Ａ＝9,756.0 ㎡） 

・ｴﾝﾄﾗﾝｽ広場(南)       Ｎ＝１式（舗装工 Ａ＝1,241.2 ㎡） 

・既設構造物撤去       Ｎ＝１式 

・サイン工          Ｎ＝６基 

 

 

２ 予定価格  ３５７，９６５，３００円（消費税及び地方消費税込み） 

３２５，４２３，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ３５０，７７９，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

３１８，８９０，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９７．９９％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果  

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

徳満・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

（４０:３８：２２） 
318,920,000  

丸昭・桜木・丸宮 特定建設工事共同企業体 

（４０:３０：３０） 
318,890,000 落札 

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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専決第６１号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和７年１月１５日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和６年３月２１日（令和６年議案第４９号） 

工 事 件 名 社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園西側駐車場整備工事 

相 手 方 丸昭・桜木・丸宮 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議決のあった契約金額 ３５０，７７９，０００円 

今回変更後の契約金額 ３７３，７９１，０００円 

議決金額からの増減額 
２３，０１２，０００円増額 

（増減率６．５６％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・新労務単価の適用に係わる特例措置の請求により増額するもの。 

・本工事で発生する土砂を山之口運動公園内で処理する計画だったが、他

工区との調整の結果、受入困難となり残土搬出に変更するもの。また残

土搬出先で交通誘導員の配置が必要となり併せて増額するもの。 

・芝生広場施設入口明示のため車両誘導サインを追加し増額するもの。 

・その他、施工の実施に合わせ数量の増減等により増額するもの。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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１ 変更理由 

第１駐車場西側法面の掘削において、掘削土に芝が混在しているため受入先が

なく、最終処分場での処理に変更するもの。また、現場内からの残土搬出に伴い、

運搬走路の養生のため敷鉄板の追加を行うもの。 

 舗装工において、身体障がい者用駐車区画を明確にするためカラー舗装を追加

する。他工区との調整によりエントランス広場の舗装面積の追加を行うもの。 

排水工において、エントランス広場の植栽部の排水のための側溝を追加するこ

とによる変更を行うもの。 

   

２ 変更内訳 

工 種 変更内容 追加費用額（円） 

土工・仮設工 残土処分変更、敷鉄板追加 ５，５７４，７００ 

舗装工 
カラー舗装追加 

舗装面積の追加 
４，３００，０００ 

排水工 側溝の追加 ２，５３６，０００ 

その他 車止め追加・縁石等の増加 ９６９，７００ 

合計（税抜） １２，１６４，０００ 

消費税及び地方消費税額 １，２１６，４００ 

追加費用総計 １３，３８０，４００ 

 

 

３ 変更後の契約金額 

  現在の契約金額     ３７３，７９１，０００円 

  追加費用額        １３，３８０，４００円 

  変更後の契約金額    ３８７，１７１，４００円 
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議案第８４号 

 

 

   財産の取得について 

 

 

次のとおり令和７年度中学校教師用教科書及び指導書を取得することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年３月１１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   令和７年度中学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   中学校教師用教科書４３１冊 

           中学校教師用指導書５１８冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ２５，２２１，２９３円 

 

５ 契約の相手方   都城市上町６街区８号 

           有限会社 都城金海堂 

           代表取締役 中村 吉寛 
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議案第８４号関係資料 

 

１ 取得財産  令和７年度中学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  中学校教師用教科書４３１冊 

        中学校教師用指導書５１８冊 

 

３ 購入価格  ２５，２２１，２９３円（消費税及び地方消費税込み） 

        ２２，９５３，２９３円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

有限会社 都城金海堂は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として

宮崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店３者のうちの１者と

して指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能である有限会社 都城金海堂を契約相手方とす

るもの。 
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議案第８５号 

 

 

   財産の取得について 

 

 

次のとおり令和７年度中学校教師用教科書及び指導書を取得することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年３月１１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   令和７年度中学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   中学校教師用教科書６３１冊 

           中学校教師用指導書７４９冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ３４，６２７，５２４円 

 

５ 契約の相手方   都城市中原町１９街区３号 

           田中書店 株式会社 

           代表取締役 田中 義久 
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議案第８５号関係資料 

 

１ 取得財産  令和７年度中学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  中学校教師用教科書６３１冊 

        中学校教師用指導書７４９冊 

 

３ 購入価格  ３４，６２７，５２４円（消費税及び地方消費税込み） 

        ３１，５１６，４２４円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

田中書店 株式会社は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として宮

崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店３者のうちの１者とし

て指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能である田中書店 株式会社を契約相手方とする

もの。 
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